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米国時間2018年5月4日、米国IRSはQIポータルサイト上においてQI責任者（レス
ポンシブルオフィサー、以下「RO」）による宣誓が可能になったことを公表しました。

すでにご案内のとおり、2014年以前にQIとして登録済みの金融機関は、今回の宣
誓対象期間である2015年から2017年の3年間のいずれか1年を定期検証の対
象年度として選択する必要があります。

IRS宛て宣誓の期日は、選択をした年により、以下の通り定められております。

• 2015年あるいは2016年を選択する場合： 2018年9月1日

• 2017年を選択する場合： 2019年3月1日

今回公表のガイダンスによれば、すべてのQIは、2018年8月31日までに宣誓期間
における定期検証対象年度を選択することとなっています。

また、QIが定期検証の免除申請を行う場合、ポータルサイト上、定期検証対象年度
として2015年を選択し、必要な質問に回答した上で、免除申請書を提出する必要
があります。*

免除申請書の提出後、IRSは当該申請が承認されたか否かについて、各QIに通知 
するとしています。

* 免除申請が承認された場合においても、QI制度遵守にかかる内部統制の有効性
についての宣誓は必要となることにご留意ください。
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免除申請が却下された場合、却下された日から6カ月以内に定
期検証を実施し、再度ROによるIRS宛て宣誓を実施することが
求められます。

なお、免除申請が却下されたQIは、定期検証の対象年度として
2015年以外の年を選択する場合、QIはIRSの担当部署（lbi.
fi.qiwpissues@irs.gov）に対し、その旨の通知を行うことが求
められています。

QIである金融機関におかれましては、QIポータルサイトの登録
情報が最新のものであることを確認し、内部統制の有効性にか
かる確認・定期検証・免除申請について適時に完了できるよう時
間的余裕をもってご準備いただくことが肝要となります。
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